
 

 

第第22節節  ⾜⾜下下ででのの原原油油・・物物価価⾼⾼騰騰のの影影響響とと対対応応  
 

((11))  飼飼料料価価格格⾼⾼騰騰へへのの対対応応  
((飼飼料料価価格格のの⾼⾼騰騰にに対対応応しし、、緊緊急急対対策策をを実実施施))  

我が国の畜産経営において、令和3(2021)年の経営費に占める飼料費の割合を営農類型
別に⾒ると、約3〜6割となっています。 

飼料価格⾼騰による畜産経営への影響については、公庫が令和4(2022)年7⽉に実施した
調査によると、62.4%が「飼料費が前年⽐30%以上増加した」と回答しました(図図表表  特特--1166)。 

農林⽔産省では、とうもろこし等の飼料原料価格の上昇等により、配合飼料価格が⾼騰
している状況を踏まえ、令和4(2022)年4⽉に決定した「コロナ禍における「原油価格・物
価⾼騰等総合緊急対策」」(以下「総合緊急対策」という。)や、同年9⽉に閣議決定した予
備費使⽤、同年10⽉に閣議決定した「物価⾼克服・経済再⽣実現のための総合経済対策」
(以下「総合経済対策」という。)の⼀環として、各般の緊急対策を迅速に実施しました。 

配合飼料に対しては、価格の上昇が畜産経営に及ぼす影響を緩和するため、⽣産者に補
塡⾦が交付される配合飼料価格安定制度により、⽣産者、配合飼料メーカー等が拠出する
通常補塡基⾦と、国と配合飼料メーカー等が拠出する異常補塡基⾦から、⽣産者に補塡⾦
を交付し、⽣産者の負担軽減を図っています(図図表表  特特--1177)。 

 

 
 

また、総合緊急対策において、異常補塡基⾦への435億円の積み増しを措置した上で、
令和4(2022)年度第1四半期 (令和4(2022)年4〜6⽉)及び第2四半期 (同年7〜9⽉)の異常
補塡の発動基準を特例的に引き下げました。さらに、総合経済対策において、異常補塡基
⾦への103億円の積み増しを措置しました。 

図表 特-16 飼料価格⾼騰による畜産経営への 
影響(畜産全体) 

資料：株式会社⽇本政策⾦融公庫「農業景況調査(令和4年7⽉)」を基に
農林⽔産省作成 

注：1) スーパーL資⾦⼜は農業改良資⾦の融資先である農業者を 
対象としたアンケート調査で、有効回答数6,772のうち、畜産
全体の回答数は1,684 

    2) 畜産全体には、酪農(北海道)、酪農(都府県)、⾁⽤⽜、 
養豚、採卵鶏、ブロイラーを含む。 

図表 特-17 配合飼料価格安定制度 

資料：農林⽔産省作成 
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くわえて、予備費を活⽤し、⽣産コスト削減や飼料⾃給率の向上に取り組む⽣産者に対
し、令和4(2022)年度第3四半期 (令和4(2022)年10〜12⽉)の実質的な飼料コストを第2四
半期と同程度の⽔準まで抑制する緊急対策を実施したほか、酪農経営については、購⼊粗
飼料等の⾼騰の影響を受け⽣産コストが上昇していることから、国産飼料の利⽤拡⼤や⽣
産コスト削減に取り組む⽣産者に対し、コスト上昇分の⼀部を補塡する対策を講じました。 

このほか、令和5(2023)年3⽉に閣議決定した「物価⾼克服に向けた追加策」としての予
備費使⽤においては、令和4(2022)年度第4四半期 (令和5(2023)年1〜3⽉)については、配
合飼料価格が前期とほぼ同⽔準で推移すると⾒込まれること等を踏まえ、第3四半期の緊
急対策を拡⼤することで、酪農や養鶏等、様々な畜種の飼料コストを抑制することとしま
した。また、配合飼料に加え購⼊粗飼料の⾼騰や需要の減少等により特に収益性が悪化し
ている酪農経営について、引き続き消費・輸出拡⼤等に取り組みつつ、購⼊粗飼料等のコ
スト上昇に対する補塡等を⾏うこととしました。さらに、令和5(2023)年度第1四半期 (令
和5(2023)年4〜6⽉)以降については､配合飼料価格が⾼⽌まりする中、畜産経営への影響
を緩和するため、配合飼料価格安定制度に新たな特例を創設することとしました。 

これらの緊急対策により飼料価格⾼騰の影響を受ける畜産経営への影響緩和が進められ
ている⼀⽅、過度に輸⼊に依存する構造の転換を着実に進めていくことが課題となってい
ます。 

 
((耕耕畜畜連連携携へへのの⽀⽀援援をを強強化化))  

⽔⽥では、⽶の収穫に伴い、稲わらやもみ殻といった利⽤価値の⾼い副産物が産出され
ており、家畜の飼料や敷料等の有⽤な資源として活⽤されています。また、家畜の飼養に
伴い排出される家畜排せつ物は堆肥にすることにより、肥料や⼟壌改良剤等の有⽤な資源
として活⽤されています。 

⽣産資材価格が⾼騰し、耕種農家・畜産農家双⽅の経営に影響が⾒られる中、耕種農家
と畜産農家が連携し、飼料作物と堆肥を循環させる「耕畜連携」の取組について、その重
要性が⼀層⾼まっています。 

農林⽔産省では、国産稲わらの収集に必要な機械の導⼊等を⽀援しているほか、畜産サ
イドと耕種サイドが⻑期の利⽤・供給契約に基づき、国産飼料を供給するなど、国産飼料
の利⽤拡⼤のための新たな枠組みの構築等を⽀援しています。 
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第第22節節  ⾜⾜下下ででのの原原油油・・物物価価⾼⾼騰騰のの影影響響とと対対応応  
 

((11))  飼飼料料価価格格⾼⾼騰騰へへのの対対応応  
((飼飼料料価価格格のの⾼⾼騰騰にに対対応応しし、、緊緊急急対対策策をを実実施施))  

我が国の畜産経営において、令和3(2021)年の経営費に占める飼料費の割合を営農類型
別に⾒ると、約3〜6割となっています。 

飼料価格⾼騰による畜産経営への影響については、公庫が令和4(2022)年7⽉に実施した
調査によると、62.4%が「飼料費が前年⽐30%以上増加した」と回答しました(図図表表  特特--1166)。 

農林⽔産省では、とうもろこし等の飼料原料価格の上昇等により、配合飼料価格が⾼騰
している状況を踏まえ、令和4(2022)年4⽉に決定した「コロナ禍における「原油価格・物
価⾼騰等総合緊急対策」」(以下「総合緊急対策」という。)や、同年9⽉に閣議決定した予
備費使⽤、同年10⽉に閣議決定した「物価⾼克服・経済再⽣実現のための総合経済対策」
(以下「総合経済対策」という。)の⼀環として、各般の緊急対策を迅速に実施しました。 

配合飼料に対しては、価格の上昇が畜産経営に及ぼす影響を緩和するため、⽣産者に補
塡⾦が交付される配合飼料価格安定制度により、⽣産者、配合飼料メーカー等が拠出する
通常補塡基⾦と、国と配合飼料メーカー等が拠出する異常補塡基⾦から、⽣産者に補塡⾦
を交付し、⽣産者の負担軽減を図っています(図図表表  特特--1177)。 

 

 
 

また、総合緊急対策において、異常補塡基⾦への435億円の積み増しを措置した上で、
令和4(2022)年度第1四半期 (令和4(2022)年4〜6⽉)及び第2四半期 (同年7〜9⽉)の異常
補塡の発動基準を特例的に引き下げました。さらに、総合経済対策において、異常補塡基
⾦への103億円の積み増しを措置しました。 

図表 特-16 飼料価格⾼騰による畜産経営への 
影響(畜産全体) 

資料：株式会社⽇本政策⾦融公庫「農業景況調査(令和4年7⽉)」を基に
農林⽔産省作成 

注：1) スーパーL資⾦⼜は農業改良資⾦の融資先である農業者を 
対象としたアンケート調査で、有効回答数6,772のうち、畜産
全体の回答数は1,684 

    2) 畜産全体には、酪農(北海道)、酪農(都府県)、⾁⽤⽜、 
養豚、採卵鶏、ブロイラーを含む。 

図表 特-17 配合飼料価格安定制度 

資料：農林⽔産省作成 
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くわえて、予備費を活⽤し、⽣産コスト削減や飼料⾃給率の向上に取り組む⽣産者に対
し、令和4(2022)年度第3四半期 (令和4(2022)年10〜12⽉)の実質的な飼料コストを第2四
半期と同程度の⽔準まで抑制する緊急対策を実施したほか、酪農経営については、購⼊粗
飼料等の⾼騰の影響を受け⽣産コストが上昇していることから、国産飼料の利⽤拡⼤や⽣
産コスト削減に取り組む⽣産者に対し、コスト上昇分の⼀部を補塡する対策を講じました。 

このほか、令和5(2023)年3⽉に閣議決定した「物価⾼克服に向けた追加策」としての予
備費使⽤においては、令和4(2022)年度第4四半期 (令和5(2023)年1〜3⽉)については、配
合飼料価格が前期とほぼ同⽔準で推移すると⾒込まれること等を踏まえ、第3四半期の緊
急対策を拡⼤することで、酪農や養鶏等、様々な畜種の飼料コストを抑制することとしま
した。また、配合飼料に加え購⼊粗飼料の⾼騰や需要の減少等により特に収益性が悪化し
ている酪農経営について、引き続き消費・輸出拡⼤等に取り組みつつ、購⼊粗飼料等のコ
スト上昇に対する補塡等を⾏うこととしました。さらに、令和5(2023)年度第1四半期 (令
和5(2023)年4〜6⽉)以降については､配合飼料価格が⾼⽌まりする中、畜産経営への影響
を緩和するため、配合飼料価格安定制度に新たな特例を創設することとしました。 

これらの緊急対策により飼料価格⾼騰の影響を受ける畜産経営への影響緩和が進められ
ている⼀⽅、過度に輸⼊に依存する構造の転換を着実に進めていくことが課題となってい
ます。 

 
((耕耕畜畜連連携携へへのの⽀⽀援援をを強強化化))  

⽔⽥では、⽶の収穫に伴い、稲わらやもみ殻といった利⽤価値の⾼い副産物が産出され
ており、家畜の飼料や敷料等の有⽤な資源として活⽤されています。また、家畜の飼養に
伴い排出される家畜排せつ物は堆肥にすることにより、肥料や⼟壌改良剤等の有⽤な資源
として活⽤されています。 

⽣産資材価格が⾼騰し、耕種農家・畜産農家双⽅の経営に影響が⾒られる中、耕種農家
と畜産農家が連携し、飼料作物と堆肥を循環させる「耕畜連携」の取組について、その重
要性が⼀層⾼まっています。 

農林⽔産省では、国産稲わらの収集に必要な機械の導⼊等を⽀援しているほか、畜産サ
イドと耕種サイドが⻑期の利⽤・供給契約に基づき、国産飼料を供給するなど、国産飼料
の利⽤拡⼤のための新たな枠組みの構築等を⽀援しています。 
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((22))  肥肥料料価価格格⾼⾼騰騰へへのの対対応応  
((肥肥料料原原料料のの調調達達不不安安定定化化やや価価格格⾼⾼騰騰にに対対応応しし、、緊緊急急対対策策をを実実施施))  

我が国の農業経営において、令和3(2021)年の経営費に占める肥料費の割合は営農類型
により異なるものの、約4〜18%となっています。我が国は化学肥料原料の⼤部分を海外
に依存しているため、供給量や肥料価格が国際情勢の影響を受けやすい構造となっていま
す。 

こうした中、令和3(2021)年秋以降、肥料原料の国際価格が上昇するとともに既存の輸
⼊先国からの原料調達が困難となり、我が国の農業経営への影響が懸念される事態となっ
たこと等を受けて、農林⽔産省では、令和4(2022)年4⽉の総合緊急対策や、同年7⽉の予
備費を使⽤した対策、同年10⽉の総合経済対策等により、肥料供給の安定化や価格⾼騰の
影響緩和を図るための様々な対策を講じました。 

このうち、総合緊急対策においては、中国やロシア等これまで輸⼊してきた国からの原
料調達が停滞したことから、モロッコ等の代替国からの調達に要する掛かり増しのコスト
(海上輸送費等)に対し⽀援措置を講ずるとともに、国内の農業者に対しては、慣⾏の施肥
体系から肥料コスト低減体系への転換を進める取組に対する⽀援を拡⼤しました。 

また、予備費を使⽤した対策では、肥料価格⾼騰による農業経営への影響を緩和するた
め、化学肥料使⽤量の低減に向けた取組を⾏う農業者に対し、肥料費上昇分の7割を⽀援

((ココララムム))  稲稲わわららとと堆堆肥肥ペペレレッットトのの広広域域流流通通実実証証試試験験をを開開始始  

堆堆肥肥ペペレレッットト  
資料：⿅児島県経済農業協同組合連合会 
 

稲稲わわらら  
資料：全国農業協同組合連合会宮城県本部 

 
全国農業協同組合連合会宮城県

み や ぎ け ん
本部(以下「JA全農みやぎ」という。)

と⿅児島県
か ご し ま け ん

経済農業協同組合連合会(以下「JA⿅児島県経済連」とい
う。)は、稲わらと堆肥ペレットを相互に流通させる広域流通実証試
験に取り組んでいます。 

JA全農みやぎの管内では、収穫後の稲わらを乾燥させやすい気候条
件にあり、良質な稲わらの⼀⼤産地となっており、稲わらの供給先の
拡⼤が可能となっています。⼀⽅、JA⿅児島県経済連の管内では、畜
産が盛んであり、良質な堆肥が豊富に⽣産されているものの、需要期
にばらつきが⾒られるなどの課題を抱えています。 

このため、両者は、直線距離で約1,500km離れた地理的な制約の克
服に向けて連携して取り組み、広域での需給調整を図ることにより、
粗飼料の⾃給率向上や稲作⽣産者の新たな収⼊源確保につなげるこ
とを⽬指しています。 

令和5(2023)年2⽉以降、宮城県内の農業協同組合(以下「農協」と
いう。)が⽣産した稲わら140tがJA⿅児島県経済連に販売されており、
⿅児島県内の牧場で使⽤される予定となっています。また、JA⿅児島
県経済連が開発した、堆肥を粒状に成形加⼯した「堆肥ペレット」60t
が宮城県内の3農協に出荷され、主にWCS＊⽤稲の肥料として使⽤さ
れる予定となっています。 

今後は、トラックやフェリー、鉄道を使⽤した場合の輸送経費の検
証や堆肥ペレット利⽤の栽培暦の作成、直播等による⽣産コスト低減
対策を進めていくこととしています。 

 
* ⽤語の解説(2)を参照 

 

 

する新たな対策を講じました。 
さらに、肥料原料の⼤部分を海外に依存している中で、調達先国からの供給途絶等によ

り肥料原料の需給が逼迫
ひっぱく

した場合にも⽣産現場への肥料の供給を安定的に⾏うことがで
きるよう、経済安全保障推進法1における特定重要物資として肥料を指定し、主要な肥料原
料の備蓄を⾏う仕組みを創設しました。総合経済対策では、肥料原料の備蓄に要する保管
経費と保管施設の整備費を⽀援するための基⾦を創設するとともに、肥料の国産化に向け
て、畜産業由来の堆肥や下⽔汚泥資源の肥料利⽤を推進することとし、畜産農家や下⽔道
事業者、肥料製造業者、耕種農家等が連携した取組や施設整備等を⽀援しています。 

くわえて、国内資源の肥料利⽤の推進については、関係事業者間の連携が重要となるこ
とから、農林⽔産省では、令和4(2022)年12⽉に、これら関連事業者に関する情報を⼀元
的に収集し、互いに閲覧できるマッチングサイトを開設しました。また、令和5(2023)年2
⽉には国内肥料資源の利⽤拡⼤に向けた全国推進協議会を設⽴し、各地域において関係事
業者の連携を創出していくためのマッチング会合の開催等を進めることとしています。 

これらの対策により、現下の肥料価格⾼騰による影響を緩和しつつ、肥料の安定供給に
向けた対応が進められています。⼀⽅、輸⼊の安定化・多⾓化や過度に輸⼊に依存する構
造の転換を着実に進めていくことが課題となっています。 

 

 
 
 

 
1 正式名称は「経済施策を⼀体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関する法律」 

低低ココスストト堆堆肥肥⼊⼊りり粒粒状状複複合合肥肥料料  
資料：宮崎県経済農業協同組合連合会 

 

((事事例例))  低低ココスストト堆堆肥肥⼊⼊りり粒粒状状複複合合肥肥料料をを開開発発・・供供給給((宮宮崎崎県県))  
 
宮崎県宮崎市

み や ざ き し
に本拠を置く宮崎県

みやざきけん
経済農業協同組合連合会(以下

「JA宮崎経済連」という。)は、低コスト堆肥⼊り 粒 状
りゅうじょう

複合肥料を
供給し、地域資源の活⽤と農業者の⽣産コスト削減を推進していま
す。 

JA宮崎経済連では、豚ぷんや鶏ふん等の地域資源を活⽤した環境に
配慮した粒状複合肥料の開発を令和2(2020)年から進めてきました
が、肥料価格の⾼騰に対応するため早期の開発に努め、令和4(2022)
年9⽉から供給を開始しました。その供給価格は、同年の秋

あき
肥
ごえ

(既存銘
柄)の価格と⽐べて約75〜85％の⽔準に抑制されています。 

肥料の製造については、JA宮崎経済連の養豚実証農場から発⽣する
豚ぷん堆肥や、県内の養鶏農協から供給される鶏ふん堆肥を原料とし
て活⽤し、肥料メーカーでペレット化・粒状化した後、肥料供給セン
ターで配合が⾏われています。 

肥料の種類としては、鶏ふん堆肥を約30％配合した園芸全般向けの
製品のほか、豚ぷん堆肥⼊りペレットを約30％配合した露地野菜等に
適した製品等が供給されており、化学肥料使⽤量の低減にも寄与する
ものとなっています。 

JA宮崎経済連では、今後も作物別の配合設計を進めるなど低コスト
堆肥⼊り粒状複合肥料の更なる活⽤拡⼤を図ることとしています。 
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((22))  肥肥料料価価格格⾼⾼騰騰へへのの対対応応  
((肥肥料料原原料料のの調調達達不不安安定定化化やや価価格格⾼⾼騰騰にに対対応応しし、、緊緊急急対対策策をを実実施施))  

我が国の農業経営において、令和3(2021)年の経営費に占める肥料費の割合は営農類型
により異なるものの、約4〜18%となっています。我が国は化学肥料原料の⼤部分を海外
に依存しているため、供給量や肥料価格が国際情勢の影響を受けやすい構造となっていま
す。 

こうした中、令和3(2021)年秋以降、肥料原料の国際価格が上昇するとともに既存の輸
⼊先国からの原料調達が困難となり、我が国の農業経営への影響が懸念される事態となっ
たこと等を受けて、農林⽔産省では、令和4(2022)年4⽉の総合緊急対策や、同年7⽉の予
備費を使⽤した対策、同年10⽉の総合経済対策等により、肥料供給の安定化や価格⾼騰の
影響緩和を図るための様々な対策を講じました。 

このうち、総合緊急対策においては、中国やロシア等これまで輸⼊してきた国からの原
料調達が停滞したことから、モロッコ等の代替国からの調達に要する掛かり増しのコスト
(海上輸送費等)に対し⽀援措置を講ずるとともに、国内の農業者に対しては、慣⾏の施肥
体系から肥料コスト低減体系への転換を進める取組に対する⽀援を拡⼤しました。 

また、予備費を使⽤した対策では、肥料価格⾼騰による農業経営への影響を緩和するた
め、化学肥料使⽤量の低減に向けた取組を⾏う農業者に対し、肥料費上昇分の7割を⽀援

((ココララムム))  稲稲わわららとと堆堆肥肥ペペレレッットトのの広広域域流流通通実実証証試試験験をを開開始始  

堆堆肥肥ペペレレッットト  
資料：⿅児島県経済農業協同組合連合会 
 

稲稲わわらら  
資料：全国農業協同組合連合会宮城県本部 

 
全国農業協同組合連合会宮城県

み や ぎ け ん
本部(以下「JA全農みやぎ」という。)

と⿅児島県
か ご し ま け ん

経済農業協同組合連合会(以下「JA⿅児島県経済連」とい
う。)は、稲わらと堆肥ペレットを相互に流通させる広域流通実証試
験に取り組んでいます。 

JA全農みやぎの管内では、収穫後の稲わらを乾燥させやすい気候条
件にあり、良質な稲わらの⼀⼤産地となっており、稲わらの供給先の
拡⼤が可能となっています。⼀⽅、JA⿅児島県経済連の管内では、畜
産が盛んであり、良質な堆肥が豊富に⽣産されているものの、需要期
にばらつきが⾒られるなどの課題を抱えています。 

このため、両者は、直線距離で約1,500km離れた地理的な制約の克
服に向けて連携して取り組み、広域での需給調整を図ることにより、
粗飼料の⾃給率向上や稲作⽣産者の新たな収⼊源確保につなげるこ
とを⽬指しています。 

令和5(2023)年2⽉以降、宮城県内の農業協同組合(以下「農協」と
いう。)が⽣産した稲わら140tがJA⿅児島県経済連に販売されており、
⿅児島県内の牧場で使⽤される予定となっています。また、JA⿅児島
県経済連が開発した、堆肥を粒状に成形加⼯した「堆肥ペレット」60t
が宮城県内の3農協に出荷され、主にWCS＊⽤稲の肥料として使⽤さ
れる予定となっています。 

今後は、トラックやフェリー、鉄道を使⽤した場合の輸送経費の検
証や堆肥ペレット利⽤の栽培暦の作成、直播等による⽣産コスト低減
対策を進めていくこととしています。 

 
* ⽤語の解説(2)を参照 

 

 

する新たな対策を講じました。 
さらに、肥料原料の⼤部分を海外に依存している中で、調達先国からの供給途絶等によ

り肥料原料の需給が逼迫
ひっぱく

した場合にも⽣産現場への肥料の供給を安定的に⾏うことがで
きるよう、経済安全保障推進法1における特定重要物資として肥料を指定し、主要な肥料原
料の備蓄を⾏う仕組みを創設しました。総合経済対策では、肥料原料の備蓄に要する保管
経費と保管施設の整備費を⽀援するための基⾦を創設するとともに、肥料の国産化に向け
て、畜産業由来の堆肥や下⽔汚泥資源の肥料利⽤を推進することとし、畜産農家や下⽔道
事業者、肥料製造業者、耕種農家等が連携した取組や施設整備等を⽀援しています。 

くわえて、国内資源の肥料利⽤の推進については、関係事業者間の連携が重要となるこ
とから、農林⽔産省では、令和4(2022)年12⽉に、これら関連事業者に関する情報を⼀元
的に収集し、互いに閲覧できるマッチングサイトを開設しました。また、令和5(2023)年2
⽉には国内肥料資源の利⽤拡⼤に向けた全国推進協議会を設⽴し、各地域において関係事
業者の連携を創出していくためのマッチング会合の開催等を進めることとしています。 

これらの対策により、現下の肥料価格⾼騰による影響を緩和しつつ、肥料の安定供給に
向けた対応が進められています。⼀⽅、輸⼊の安定化・多⾓化や過度に輸⼊に依存する構
造の転換を着実に進めていくことが課題となっています。 

 

 
 
 

 
1 正式名称は「経済施策を⼀体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関する法律」 

低低ココスストト堆堆肥肥⼊⼊りり粒粒状状複複合合肥肥料料  
資料：宮崎県経済農業協同組合連合会 

 

((事事例例))  低低ココスストト堆堆肥肥⼊⼊りり粒粒状状複複合合肥肥料料をを開開発発・・供供給給((宮宮崎崎県県))  
 
宮崎県宮崎市

み や ざ き し
に本拠を置く宮崎県

みやざきけん
経済農業協同組合連合会(以下

「JA宮崎経済連」という。)は、低コスト堆肥⼊り 粒 状
りゅうじょう

複合肥料を
供給し、地域資源の活⽤と農業者の⽣産コスト削減を推進していま
す。 

JA宮崎経済連では、豚ぷんや鶏ふん等の地域資源を活⽤した環境に
配慮した粒状複合肥料の開発を令和2(2020)年から進めてきました
が、肥料価格の⾼騰に対応するため早期の開発に努め、令和4(2022)
年9⽉から供給を開始しました。その供給価格は、同年の秋

あき
肥
ごえ

(既存銘
柄)の価格と⽐べて約75〜85％の⽔準に抑制されています。 

肥料の製造については、JA宮崎経済連の養豚実証農場から発⽣する
豚ぷん堆肥や、県内の養鶏農協から供給される鶏ふん堆肥を原料とし
て活⽤し、肥料メーカーでペレット化・粒状化した後、肥料供給セン
ターで配合が⾏われています。 

肥料の種類としては、鶏ふん堆肥を約30％配合した園芸全般向けの
製品のほか、豚ぷん堆肥⼊りペレットを約30％配合した露地野菜等に
適した製品等が供給されており、化学肥料使⽤量の低減にも寄与する
ものとなっています。 

JA宮崎経済連では、今後も作物別の配合設計を進めるなど低コスト
堆肥⼊り粒状複合肥料の更なる活⽤拡⼤を図ることとしています。 
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((肥肥料料原原料料のの安安定定供供給給をを働働きき掛掛けけ))  
政府は、肥料原料の代替国からの調達のため、外交⾯での取組を推進しています。令和

4(2022)年5⽉には、モロッコに対しりん酸アンモニウムの安定供給に向けた働き掛けを⾏
いました。また、令和4(2022)年6⽉及び令和5(2023)年1⽉に、カナダに対し塩化加⾥の安
定供給に向けた働き掛けを⾏ったほか、令和4(2022)年7⽉に、マレーシアに対し尿素の安
定供給について働き掛けを⾏いました。 

 

 
 
((33))  燃燃料料価価格格⾼⾼騰騰へへのの対対応応  
((燃燃料料価価格格のの⾼⾼騰騰にに対対しし、、施施設設園園芸芸農農家家等等向向けけのの⽀⽀援援策策をを実実施施))  

我が国の施設園芸経営において、令和3(2021)年の経営費に占める燃料費の割合は約2〜
3割となっています。 

重油等の燃油は、その価格が為替相場や国際的な市況等の影響で⼤きく変動することか
ら、今後の価格の⾒通しを⽴てることが困難な⽣産資材です。また、重油価格指数は、令
和3(2021)年3⽉以降、おおむね前年を上回って推移しています(図図表表  特特--1188)。 

燃油価格⾼騰による農業経営への影響については、公庫が令和4(2022)年7⽉に実施した
調査によると、34.4%が「燃料動⼒費が前年⽐30%以上増加した」と回答しました(図図表表  特特
--1199)。 

農林⽔産省では、燃料価格の⾼騰を踏まえ、令和4(2022)年3⽉に取りまとめた「原油価
格⾼騰に対する緊急対策」や同年10⽉の総合経済対策において、燃料⾼騰の影響を受ける
施設園芸農家等に対する⽀援策を講じました。 

原油価格⾼騰に対する緊急対策においては、計画的に省エネルギー化等に取り組む産地
を対象に、農業者と国で基⾦を設け、A重油・灯油の価格が⼀定の基準を超えた場合に補
塡⾦を交付する施設園芸等燃油価格⾼騰対策について、農業者が⾏う積⽴ての上限を引き
上げることにより、セーフティネット機能を強化するほか、省エネ機器等の導⼊を⽀援す
る産地⽣産基盤パワーアップ事業(施設園芸エネルギー転換枠)について⽀援枠の拡充等を
⾏いました。 

また、総合経済対策においては、施設園芸等燃料価格⾼騰対策について、LPガスや
LNG(液化天然ガス)も対象に追加する拡充を⾏ったほか、省エネ機器等の導⼊⽀援につい
ても引き続き⾏いました。 

モモロロッッココににりりんん酸酸アアンンモモニニウウムムのの  
安安定定供供給給をを要要請請すするる  

農農林林⽔⽔産産副副⼤⼤⾂⾂  

カカナナダダにに塩塩化化加加⾥⾥のの  
安安定定供供給給をを要要請請すするる  

農農林林⽔⽔産産⼤⼤⾂⾂  

ママレレーーシシアアにに尿尿素素のの  
安安定定供供給給をを要要請請すするる  
農農林林⽔⽔産産⼤⼤⾂⾂政政務務官官  

 

 

 
 

 
 
 
 
 

電電⼒⼒でで加加温温すするるヒヒーートトポポンンププ  
資料：千葉県千葉市 

 

((事事例例))  省省エエネネルルギギーー技技術術をを活活⽤⽤しし、、化化⽯⽯燃燃料料のの使使⽤⽤量量をを削削減減((千千葉葉県県))  
 
千葉県千葉市

ち ば し
は、温暖な気候を背景に施設園芸が盛んに⾏われて

いる⼀⽅、その⽣産体系の多くは冬季に加温を要し、A重油を燃料
とする従来式の暖房機を活⽤した施設が主となっています。 

こうした中、千葉市や千葉県等を構成員とする千葉市SDGs対応
型施設園芸推進協議会では、施設園芸において暖房を中⼼とした燃
料消費によるCO2排出量削減に資するため、電⼒を主体とした加温
技術の体系化を⽬指し、技術実証を進めています。 

同協議会では、ヒートポンプによる加温エネルギー消費を電⼒の
みとし、加温における燃油消費をゼロにする技術体系の構築に取り
組んでいます。また、ヒートポンプと燃油暖房機とのハイブリッド
型に、⾼保温性カーテンを⽤いた加温栽培技術を組み合わせ、省エ
ネ型CO2発⽣装置を活⽤することにより単収を向上させる技術体
系の構築等の取組を実施しています。 

これらの取組を通じ、令和6(2024)年度までにハイブリッド型に
おいて、化⽯燃料使⽤量の40%低減、単収当たりの化⽯燃料使⽤量
を52%削減することを⽬指しています。 

図表 特-18 重油価格指数 

資料：農林⽔産省「農業物価統計調査」 
注：1) 農業⽤A重油の令和2(2020)年の平均価格を100と

した各年各⽉の数値 
  2) 令和4(2022)、5(2023)年は概数値 

図表 特-19 燃油価格⾼騰による農業経営への 
影響(農業全体) 

資料：株式会社⽇本政策⾦融公庫「農業景況調査(令和4年7⽉)」を基に
農林⽔産省作成 

注：1) スーパーL資⾦⼜は農業改良資⾦の融資先である農業者を 
対象としたアンケート調査で、有効回答数は6,772 

2) 農業全体には、稲作(北海道)、稲作(都府県)、畑作、 
露地野菜、施設野菜、茶、果樹、施設花き、きのこ、 
酪農(北海道)、酪農(都府県)、⾁⽤⽜、養豚、採卵鶏、 
ブロイラーを含む。 
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((肥肥料料原原料料のの安安定定供供給給をを働働きき掛掛けけ))  
政府は、肥料原料の代替国からの調達のため、外交⾯での取組を推進しています。令和

4(2022)年5⽉には、モロッコに対しりん酸アンモニウムの安定供給に向けた働き掛けを⾏
いました。また、令和4(2022)年6⽉及び令和5(2023)年1⽉に、カナダに対し塩化加⾥の安
定供給に向けた働き掛けを⾏ったほか、令和4(2022)年7⽉に、マレーシアに対し尿素の安
定供給について働き掛けを⾏いました。 

 

 
 
((33))  燃燃料料価価格格⾼⾼騰騰へへのの対対応応  
((燃燃料料価価格格のの⾼⾼騰騰にに対対しし、、施施設設園園芸芸農農家家等等向向けけのの⽀⽀援援策策をを実実施施))  

我が国の施設園芸経営において、令和3(2021)年の経営費に占める燃料費の割合は約2〜
3割となっています。 

重油等の燃油は、その価格が為替相場や国際的な市況等の影響で⼤きく変動することか
ら、今後の価格の⾒通しを⽴てることが困難な⽣産資材です。また、重油価格指数は、令
和3(2021)年3⽉以降、おおむね前年を上回って推移しています(図図表表  特特--1188)。 

燃油価格⾼騰による農業経営への影響については、公庫が令和4(2022)年7⽉に実施した
調査によると、34.4%が「燃料動⼒費が前年⽐30%以上増加した」と回答しました(図図表表  特特
--1199)。 

農林⽔産省では、燃料価格の⾼騰を踏まえ、令和4(2022)年3⽉に取りまとめた「原油価
格⾼騰に対する緊急対策」や同年10⽉の総合経済対策において、燃料⾼騰の影響を受ける
施設園芸農家等に対する⽀援策を講じました。 

原油価格⾼騰に対する緊急対策においては、計画的に省エネルギー化等に取り組む産地
を対象に、農業者と国で基⾦を設け、A重油・灯油の価格が⼀定の基準を超えた場合に補
塡⾦を交付する施設園芸等燃油価格⾼騰対策について、農業者が⾏う積⽴ての上限を引き
上げることにより、セーフティネット機能を強化するほか、省エネ機器等の導⼊を⽀援す
る産地⽣産基盤パワーアップ事業(施設園芸エネルギー転換枠)について⽀援枠の拡充等を
⾏いました。 

また、総合経済対策においては、施設園芸等燃料価格⾼騰対策について、LPガスや
LNG(液化天然ガス)も対象に追加する拡充を⾏ったほか、省エネ機器等の導⼊⽀援につい
ても引き続き⾏いました。 

モモロロッッココににりりんん酸酸アアンンモモニニウウムムのの  
安安定定供供給給をを要要請請すするる  

農農林林⽔⽔産産副副⼤⼤⾂⾂  

カカナナダダにに塩塩化化加加⾥⾥のの  
安安定定供供給給をを要要請請すするる  

農農林林⽔⽔産産⼤⼤⾂⾂  

ママレレーーシシアアにに尿尿素素のの  
安安定定供供給給をを要要請請すするる  
農農林林⽔⽔産産⼤⼤⾂⾂政政務務官官  

 

 

 
 

 
 
 
 
 

電電⼒⼒でで加加温温すするるヒヒーートトポポンンププ  
資料：千葉県千葉市 

 

((事事例例))  省省エエネネルルギギーー技技術術をを活活⽤⽤しし、、化化⽯⽯燃燃料料のの使使⽤⽤量量をを削削減減((千千葉葉県県))  
 
千葉県千葉市

ち ば し
は、温暖な気候を背景に施設園芸が盛んに⾏われて

いる⼀⽅、その⽣産体系の多くは冬季に加温を要し、A重油を燃料
とする従来式の暖房機を活⽤した施設が主となっています。 

こうした中、千葉市や千葉県等を構成員とする千葉市SDGs対応
型施設園芸推進協議会では、施設園芸において暖房を中⼼とした燃
料消費によるCO2排出量削減に資するため、電⼒を主体とした加温
技術の体系化を⽬指し、技術実証を進めています。 

同協議会では、ヒートポンプによる加温エネルギー消費を電⼒の
みとし、加温における燃油消費をゼロにする技術体系の構築に取り
組んでいます。また、ヒートポンプと燃油暖房機とのハイブリッド
型に、⾼保温性カーテンを⽤いた加温栽培技術を組み合わせ、省エ
ネ型CO2発⽣装置を活⽤することにより単収を向上させる技術体
系の構築等の取組を実施しています。 

これらの取組を通じ、令和6(2024)年度までにハイブリッド型に
おいて、化⽯燃料使⽤量の40%低減、単収当たりの化⽯燃料使⽤量
を52%削減することを⽬指しています。 

図表 特-18 重油価格指数 

資料：農林⽔産省「農業物価統計調査」 
注：1) 農業⽤A重油の令和2(2020)年の平均価格を100と

した各年各⽉の数値 
  2) 令和4(2022)、5(2023)年は概数値 

図表 特-19 燃油価格⾼騰による農業経営への 
影響(農業全体) 

資料：株式会社⽇本政策⾦融公庫「農業景況調査(令和4年7⽉)」を基に
農林⽔産省作成 

注：1) スーパーL資⾦⼜は農業改良資⾦の融資先である農業者を 
対象としたアンケート調査で、有効回答数は6,772 

2) 農業全体には、稲作(北海道)、稲作(都府県)、畑作、 
露地野菜、施設野菜、茶、果樹、施設花き、きのこ、 
酪農(北海道)、酪農(都府県)、⾁⽤⽜、養豚、採卵鶏、 
ブロイラーを含む。 
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((電電気気料料⾦⾦のの⾼⾼騰騰にに対対しし、、農農業業⽔⽔利利施施設設へへのの⽀⽀援援をを実実施施))  
⾷料の安定供給に不可⽋な公共・公益性の⾼いインフラである農業⽔利施設1は、維持管

理費に占める電気料⾦の割合が⼤きく、エネルギー価格⾼騰による影響を受けやすくなっ
ています。 

このため、農林⽔産省では、昨今の電気料⾦の急激な⾼騰を踏まえ、農業⽔利施設の省
エネルギー化を進めるとともに、エネルギー価格⾼騰の影響の緩和に向け、農業⽔利施設
の省エネルギー化に取り組む⼟地改良区等の施設管理者に対し、令和4(2022)年度全体の
電気料⾦⾼騰分の7割を⽀援する対策を講じました。 

また、電気料⾦が引き続き⾼騰している状況を踏まえ、令和5(2023)年3⽉の「物価⾼克
服に向けた追加策」としての予備費使⽤において、同様の⽀援策を同年9⽉まで実施する
こととしています。 
 
((44))  ⾷⾷品品原原材材料料価価格格⾼⾼騰騰へへのの対対応応  
((⾷⾷品品企企業業でではは、、原原材材料料価価格格のの⾼⾼騰騰等等がが⼤⼤ききくく影影響響))  

⾷品企業における原材料価格⾼騰等に伴うコストの増加について、公庫が令和5(2023)
年1⽉に実施した調査によると、コストが前年同期と⽐較して2割以上増加したと回答した
⾷品関係企業の割合は、製造業が37.7%と最も⾼く、次いで飲⾷業が31.0%となっており、
⾷品企業の経営に⼤きな影響を及ぼしていることがうかがわれます(図図表表  特特--2200)。 

 

 
 

 

 
1 ⽤語の解説(1)を参照 

図表 特-20 ⾷品企業における原材料価格⾼騰等によるコストの増加割合 

資料：株式会社⽇本政策⾦融公庫「⾷品産業動向調査(令和5年1⽉)」を基に農林⽔産省作成 
注：令和5(2023)年1⽉に、全国の⾷品関係企業6,795社を対象として実施した郵送とインターネットによるアンケート調査(有効回答数は

2,344社) 
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((輸輸⼊⼊⼩⼩⻨⻨のの価価格格をを抑抑制制))  
輸⼊⼩⻨の政府売渡価格は、国際相場の変動の影響を緩和するため、4⽉期と10⽉期の

年2回、価格改定を⾏っていますが、ロシアによるウクライナ侵略等を受け、令和4(2022)
年10⽉期と令和5(2023)年4⽉期に価格⾼騰対策を実施しました。 

令和4(2022)年10⽉期には、輸⼊⼩⻨の買付価格が、同年3⽉以降、ウクライナ侵略を受
けて急騰した後、同年6⽉以降には下落し急激に変動したことから、通常6か⽉間の算定期
間を1年間に延⻑してその影響を平準化することとし、同年10⽉期の政府売渡価格は同年4
⽉期の価格(5銘柄加重平均で7万2,530円/t)を適⽤し、実質的に据え置く緊急措置を実施し
ました(図図表表  特特--2211)。 

また、令和5(2023)年4⽉期には、物価上昇全体に占める⾷料品価格上昇の影響が    
⾼まっていたことを受け、価格の予⾒可能性、⼩⻨の国産化の⽅針、消費者の負担等を総
合的に判断した結果、ウクライナ侵略直後の急騰による影響を受けた期間を除く直近6か
⽉間の買付価格を反映した⽔準まで上昇幅を抑制し、令和4(2022)年10⽉期と⽐べて5.8％
上昇となる7万6,750円/tとする激変緩和措置を実施しました。 
 

 
 

((輸輸⼊⼊⼩⼩⻨⻨のの国国産産⼩⼩⻨⻨・・⽶⽶粉粉へへのの原原材材料料切切替替ええをを促促進進))  
ロシアによるウクライナ侵略等を背景として、⾷品製造業者等が使⽤している輸⼊⾷品

原材料の価格が⾼騰しています。このため、総合緊急対策の⼀環として、国産⼩⻨・⽶粉
等への原材料の切替え、価格転嫁に⾒合う付加価値の⾼い商品への転換や⽣産⽅法の⾼度
化による原材料コストの抑制等の取組を緊急的に⽀援しました。 
 
((国国産産⼩⼩⻨⻨のの供供給給体体制制をを整整備備))  

国際的に⼩⻨等の供給懸念が⽣じ価格が⾼騰する中、輸⼊依存度が⾼い⼩⻨の安定供給
体制を緊急的に強化するため、総合緊急対策の⼀環として、⽣産⾯において作付けの団地

54,990

57,260

58,590

58,330
60,070

56,640
52,610

48,470
50,690

52,510

54,370

55,560 54,630

49,890

51,420

49,210
51,930

61,820

72,530

72,530

76,750

40,000

45,000

50,000

55,000

60,000

65,000

70,000

75,000

80,000

4 10 4 10 4 10 4 10 4 10 4 10 4 10 4 10 4 10 4 10 4

円/t

平成25年
(2013)

26
(2014)

27
(2015)

28
(2016)

29
(2017)

30
(2018)

2
(2020)

3
(2021)

31 令和元
(2019)

4
(2022)

5
(2023)

0
〜〜

⽉

図表 特-21 輸⼊⼩⻨の政府売渡価格 

資料：農林⽔産省作成 
注：政府売渡価格は5銘柄の加重平均、税込価格。5銘柄とは、カナダ産ウェスタン・レッド・スプリング、⽶国産ウェスタン・ホワイト、

ダーク・ノーザン・スプリング、ハード・レッド・ウィンター及び豪州産スタンダード・ホワイト 
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((電電気気料料⾦⾦のの⾼⾼騰騰にに対対しし、、農農業業⽔⽔利利施施設設へへのの⽀⽀援援をを実実施施))  
⾷料の安定供給に不可⽋な公共・公益性の⾼いインフラである農業⽔利施設1は、維持管

理費に占める電気料⾦の割合が⼤きく、エネルギー価格⾼騰による影響を受けやすくなっ
ています。 

このため、農林⽔産省では、昨今の電気料⾦の急激な⾼騰を踏まえ、農業⽔利施設の省
エネルギー化を進めるとともに、エネルギー価格⾼騰の影響の緩和に向け、農業⽔利施設
の省エネルギー化に取り組む⼟地改良区等の施設管理者に対し、令和4(2022)年度全体の
電気料⾦⾼騰分の7割を⽀援する対策を講じました。 

また、電気料⾦が引き続き⾼騰している状況を踏まえ、令和5(2023)年3⽉の「物価⾼克
服に向けた追加策」としての予備費使⽤において、同様の⽀援策を同年9⽉まで実施する
こととしています。 
 
((44))  ⾷⾷品品原原材材料料価価格格⾼⾼騰騰へへのの対対応応  
((⾷⾷品品企企業業でではは、、原原材材料料価価格格のの⾼⾼騰騰等等がが⼤⼤ききくく影影響響))  

⾷品企業における原材料価格⾼騰等に伴うコストの増加について、公庫が令和5(2023)
年1⽉に実施した調査によると、コストが前年同期と⽐較して2割以上増加したと回答した
⾷品関係企業の割合は、製造業が37.7%と最も⾼く、次いで飲⾷業が31.0%となっており、
⾷品企業の経営に⼤きな影響を及ぼしていることがうかがわれます(図図表表  特特--2200)。 

 

 
 

 

 
1 ⽤語の解説(1)を参照 

図表 特-20 ⾷品企業における原材料価格⾼騰等によるコストの増加割合 

資料：株式会社⽇本政策⾦融公庫「⾷品産業動向調査(令和5年1⽉)」を基に農林⽔産省作成 
注：令和5(2023)年1⽉に、全国の⾷品関係企業6,795社を対象として実施した郵送とインターネットによるアンケート調査(有効回答数は

2,344社) 
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((輸輸⼊⼊⼩⼩⻨⻨のの価価格格をを抑抑制制))  
輸⼊⼩⻨の政府売渡価格は、国際相場の変動の影響を緩和するため、4⽉期と10⽉期の

年2回、価格改定を⾏っていますが、ロシアによるウクライナ侵略等を受け、令和4(2022)
年10⽉期と令和5(2023)年4⽉期に価格⾼騰対策を実施しました。 

令和4(2022)年10⽉期には、輸⼊⼩⻨の買付価格が、同年3⽉以降、ウクライナ侵略を受
けて急騰した後、同年6⽉以降には下落し急激に変動したことから、通常6か⽉間の算定期
間を1年間に延⻑してその影響を平準化することとし、同年10⽉期の政府売渡価格は同年4
⽉期の価格(5銘柄加重平均で7万2,530円/t)を適⽤し、実質的に据え置く緊急措置を実施し
ました(図図表表  特特--2211)。 

また、令和5(2023)年4⽉期には、物価上昇全体に占める⾷料品価格上昇の影響が    
⾼まっていたことを受け、価格の予⾒可能性、⼩⻨の国産化の⽅針、消費者の負担等を総
合的に判断した結果、ウクライナ侵略直後の急騰による影響を受けた期間を除く直近6か
⽉間の買付価格を反映した⽔準まで上昇幅を抑制し、令和4(2022)年10⽉期と⽐べて5.8％
上昇となる7万6,750円/tとする激変緩和措置を実施しました。 
 

 
 

((輸輸⼊⼊⼩⼩⻨⻨のの国国産産⼩⼩⻨⻨・・⽶⽶粉粉へへのの原原材材料料切切替替ええをを促促進進))  
ロシアによるウクライナ侵略等を背景として、⾷品製造業者等が使⽤している輸⼊⾷品

原材料の価格が⾼騰しています。このため、総合緊急対策の⼀環として、国産⼩⻨・⽶粉
等への原材料の切替え、価格転嫁に⾒合う付加価値の⾼い商品への転換や⽣産⽅法の⾼度
化による原材料コストの抑制等の取組を緊急的に⽀援しました。 
 
((国国産産⼩⼩⻨⻨のの供供給給体体制制をを整整備備))  

国際的に⼩⻨等の供給懸念が⽣じ価格が⾼騰する中、輸⼊依存度が⾼い⼩⻨の安定供給
体制を緊急的に強化するため、総合緊急対策の⼀環として、⽣産⾯において作付けの団地
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図表 特-21 輸⼊⼩⻨の政府売渡価格 

資料：農林⽔産省作成 
注：政府売渡価格は5銘柄の加重平均、税込価格。5銘柄とは、カナダ産ウェスタン・レッド・スプリング、⽶国産ウェスタン・ホワイト、

ダーク・ノーザン・スプリング、ハード・レッド・ウィンター及び豪州産スタンダード・ホワイト 
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化、営農技術・機械の導⼊等を⽀援するとともに、流通⾯において⼀時保管等の安定供給
体制の構築を⽀援しました。 

 
((⼩⼩⻨⻨・・⼤⼤⾖⾖・・飼飼料料作作物物のの国国産産化化をを推推進進))  

⼩⻨・⼤⾖・飼料作物や加⼯・業務⽤野菜の国産化を推進するため、令和4(2022)年11
⽉に取りまとめた「⾷料品等の物価⾼騰対応のための緊急パッケージ」に基づき、⼩⻨・
⼤⾖等の国内⽣産の拡⼤や安定供給のための施設整備、国産原料への切替えに取り組む⾷
品製造事業者等の新商品開発に対する⽀援、⽔⽥の畑地化を強⼒に推進するとともに、耕
畜連携の取組等による国産飼料の⽣産・利⽤拡⼤等を⽀援しました。 

 

 
 

((55))  ⾷⾷品品アアククセセススのの確確保保にに向向けけたた対対応応  
((⾷⾷品品アアククセセススのの確確保保にに向向けけたた対対応応をを推推進進))  

⾷品アクセスの確保に向けた対応を推進するため、農林⽔産省は、⾷品ロス削減の取組
を強化するとともに、こども⾷堂等へ⾷品の提供を⾏うフードバンクやこども宅⾷に対す
る⽀援、共⾷の場の提供⽀援等を実施し、農林⽔産省を中⼼に関係省庁が連携して⽣活困
窮者への⾷品⽀援の取組を⾏っています。また、フードバンクを通じてこども⾷堂等に政
府備蓄⽶を無償交付し、⽀援を強化しています。 

 
 
 

⼤⼤型型機機械械にによよるる収収穫穫作作業業  
資料：株式会社ファーム⽩倉 

 
北海道南幌町

なんぽろちょう
の株式会社ファーム⽩倉

しらくら
は、農業機械の⼤型化

により⽣産性を⾼めつつ、機械の共同利⽤により投資コストを
抑え、作業効率向上と経営所得の安定を図りながら、⼩⻨の増
産に取り組んでいます。 

同社では、農地を借り受けて経営規模を拡⼤しながら、⽔稲
から⼩⻨への作付転換を⾏っています。令和2(2020)年に35ha
であった⼩⻨の作付⾯積は、令和4(2022)年には50haに増加し
ています。 

また、転作⽥の団地化のほか、南幌町
なんぽろちょう

農業協同組合の営農⽀
援サービスを活⽤した画像診断により収穫適期を把握し、作業
効率を⾼めるとともに、先進技術を導⼊した排⽔対策や茎数、
葉⾊値等の測定結果に基づき⽣育後期に重点的に施肥を⾏うこ
とで、⾼⽔準の単収を確保しています。 

同社では、従前から⼟づくりに⼒を⼊れていますが、今後と
も緑肥や有機資材の施⽤による地⼒増進に取り組み、適切な輪
作体系を維持しながら、⽔稲から⼩⻨への作付転換を⾏い、⼩
⻨の作付⾯積の拡⼤を更に進めていくこととしています。 

((事事例例))  転転作作⽥⽥のの団団地地化化等等にによよりり効効率率的的にに⼩⼩⻨⻨をを増増産産((北北海海道道))  

 

 

((66))  ココスストト上上昇昇分分のの適適切切なな価価格格転転嫁嫁にに向向けけたた対対応応  
((農農業業⽣⽣産産資資材材価価格格のの上上昇昇とと⽐⽐べべてて農農産産物物価価格格のの上上昇昇はは緩緩ややかか))  

農業経営体が購⼊する農業⽣産資材価格に関する指数である農業⽣産資材価格指数につ
いては、令和4(2022)年1⽉以降、飼料や肥料等が上昇したことにより上昇傾向で推移して
おり、令和5(2023)年2⽉時点では121.9となっています(図図表表  特特--2222)。 

⼀⽅、農業経営体が販売する農産物の⽣産者価格に関する指数である農産物価格指数に
ついては、令和4(2022)年1⽉以降、鶏卵や雑穀等が上昇したことによりやや上昇傾向で推
移しており、令和5(2023)年2⽉時点では108.3となっています(図図表表  特特--2233)。 

両者の推移を⽐較すると、農産物価格指数の上昇率は、農業⽣産資材価格指数の上昇率
と⽐べて緩やかな動きとなっています。飼料や肥料原料の⾼騰等により⽣産資材価格の⾼
騰が続く⼀⽅、農産物価格への転嫁は円滑に進んでいないことがうかがわれます。 

農業経営の安定化を図り、農産物が将来にわたり安定的に供給されるようにするために
は、⽣産コストの上昇等を適切な価格に反映し、経営を継続できる環境を整備することが
重要となっています。 

 

 
 

((ココスストト⾼⾼騰騰にに伴伴うう農農産産物物・・⾷⾷品品へへのの価価格格転転嫁嫁がが課課題題))  
農産物の価格については、品⽬ごとにそれぞれの需給事情や品質に応じて形成されるこ

とが基本となっていますが、流通段階で価格競争が厳しいこと等、様々な要因で、農業⽣
産資材等のコスト上昇分を適切に取引価格に転嫁することが難しい状況にあります。 

公益社団法⼈⽇本
に ほ ん

農 業
のうぎょう

法⼈
ほうじん

協 会
きょうかい

が令和4(2022)年11〜12⽉に実施した調査によると、
農業⽣産資材等のコスト⾼騰を受け「値上げ(価格転嫁)した」と回答した農業者の割合は
13.5％、「改定していない(値上げできなかった)」⼜は「値下げした」と回答した農業者の
割合は55.0%となっています(図図表表  特特--2244)。また、値上げ(適正な価格形成)の実現に向け
た取組・努⼒については、「⽇頃から交渉相⼿と情報を密に共有している」の回答が最も多
く、次いで「値上げ交渉において、客観的な経営上の数値やその資料を⽤いて具体的に交
渉している」となっています(図図表表  特特--2255)。 

 

図表 特-22 農業⽣産資材価格指数 

資料：農林⽔産省「農業物価統計調査」 
注：1) 令和2(2020)年の平均価格を100とした各年各⽉の数値 

2) 令和4(2022)、5(2023)年は概数値 

図表 特-23 農産物価格指数 

資料：農林⽔産省「農業物価統計調査」 
 注：1) 令和2(2020)年の平均価格を100とした各年各⽉の数値 

2) 令和4(2022)、5(2023)年は概数値 
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化、営農技術・機械の導⼊等を⽀援するとともに、流通⾯において⼀時保管等の安定供給
体制の構築を⽀援しました。 

 
((⼩⼩⻨⻨・・⼤⼤⾖⾖・・飼飼料料作作物物のの国国産産化化をを推推進進))  

⼩⻨・⼤⾖・飼料作物や加⼯・業務⽤野菜の国産化を推進するため、令和4(2022)年11
⽉に取りまとめた「⾷料品等の物価⾼騰対応のための緊急パッケージ」に基づき、⼩⻨・
⼤⾖等の国内⽣産の拡⼤や安定供給のための施設整備、国産原料への切替えに取り組む⾷
品製造事業者等の新商品開発に対する⽀援、⽔⽥の畑地化を強⼒に推進するとともに、耕
畜連携の取組等による国産飼料の⽣産・利⽤拡⼤等を⽀援しました。 

 

 
 

((55))  ⾷⾷品品アアククセセススのの確確保保にに向向けけたた対対応応  
((⾷⾷品品アアククセセススのの確確保保にに向向けけたた対対応応をを推推進進))  

⾷品アクセスの確保に向けた対応を推進するため、農林⽔産省は、⾷品ロス削減の取組
を強化するとともに、こども⾷堂等へ⾷品の提供を⾏うフードバンクやこども宅⾷に対す
る⽀援、共⾷の場の提供⽀援等を実施し、農林⽔産省を中⼼に関係省庁が連携して⽣活困
窮者への⾷品⽀援の取組を⾏っています。また、フードバンクを通じてこども⾷堂等に政
府備蓄⽶を無償交付し、⽀援を強化しています。 

 
 
 

⼤⼤型型機機械械にによよるる収収穫穫作作業業  
資料：株式会社ファーム⽩倉 

 
北海道南幌町

なんぽろちょう
の株式会社ファーム⽩倉

しらくら
は、農業機械の⼤型化

により⽣産性を⾼めつつ、機械の共同利⽤により投資コストを
抑え、作業効率向上と経営所得の安定を図りながら、⼩⻨の増
産に取り組んでいます。 

同社では、農地を借り受けて経営規模を拡⼤しながら、⽔稲
から⼩⻨への作付転換を⾏っています。令和2(2020)年に35ha
であった⼩⻨の作付⾯積は、令和4(2022)年には50haに増加し
ています。 

また、転作⽥の団地化のほか、南幌町
なんぽろちょう

農業協同組合の営農⽀
援サービスを活⽤した画像診断により収穫適期を把握し、作業
効率を⾼めるとともに、先進技術を導⼊した排⽔対策や茎数、
葉⾊値等の測定結果に基づき⽣育後期に重点的に施肥を⾏うこ
とで、⾼⽔準の単収を確保しています。 

同社では、従前から⼟づくりに⼒を⼊れていますが、今後と
も緑肥や有機資材の施⽤による地⼒増進に取り組み、適切な輪
作体系を維持しながら、⽔稲から⼩⻨への作付転換を⾏い、⼩
⻨の作付⾯積の拡⼤を更に進めていくこととしています。 

((事事例例))  転転作作⽥⽥のの団団地地化化等等にによよりり効効率率的的にに⼩⼩⻨⻨をを増増産産((北北海海道道))  

 

 

((66))  ココスストト上上昇昇分分のの適適切切なな価価格格転転嫁嫁にに向向けけたた対対応応  
((農農業業⽣⽣産産資資材材価価格格のの上上昇昇とと⽐⽐べべてて農農産産物物価価格格のの上上昇昇はは緩緩ややかか))  

農業経営体が購⼊する農業⽣産資材価格に関する指数である農業⽣産資材価格指数につ
いては、令和4(2022)年1⽉以降、飼料や肥料等が上昇したことにより上昇傾向で推移して
おり、令和5(2023)年2⽉時点では121.9となっています(図図表表  特特--2222)。 

⼀⽅、農業経営体が販売する農産物の⽣産者価格に関する指数である農産物価格指数に
ついては、令和4(2022)年1⽉以降、鶏卵や雑穀等が上昇したことによりやや上昇傾向で推
移しており、令和5(2023)年2⽉時点では108.3となっています(図図表表  特特--2233)。 

両者の推移を⽐較すると、農産物価格指数の上昇率は、農業⽣産資材価格指数の上昇率
と⽐べて緩やかな動きとなっています。飼料や肥料原料の⾼騰等により⽣産資材価格の⾼
騰が続く⼀⽅、農産物価格への転嫁は円滑に進んでいないことがうかがわれます。 

農業経営の安定化を図り、農産物が将来にわたり安定的に供給されるようにするために
は、⽣産コストの上昇等を適切な価格に反映し、経営を継続できる環境を整備することが
重要となっています。 

 

 
 

((ココスストト⾼⾼騰騰にに伴伴うう農農産産物物・・⾷⾷品品へへのの価価格格転転嫁嫁がが課課題題))  
農産物の価格については、品⽬ごとにそれぞれの需給事情や品質に応じて形成されるこ

とが基本となっていますが、流通段階で価格競争が厳しいこと等、様々な要因で、農業⽣
産資材等のコスト上昇分を適切に取引価格に転嫁することが難しい状況にあります。 

公益社団法⼈⽇本
に ほ ん

農 業
のうぎょう

法⼈
ほうじん

協 会
きょうかい

が令和4(2022)年11〜12⽉に実施した調査によると、
農業⽣産資材等のコスト⾼騰を受け「値上げ(価格転嫁)した」と回答した農業者の割合は
13.5％、「改定していない(値上げできなかった)」⼜は「値下げした」と回答した農業者の
割合は55.0%となっています(図図表表  特特--2244)。また、値上げ(適正な価格形成)の実現に向け
た取組・努⼒については、「⽇頃から交渉相⼿と情報を密に共有している」の回答が最も多
く、次いで「値上げ交渉において、客観的な経営上の数値やその資料を⽤いて具体的に交
渉している」となっています(図図表表  特特--2255)。 

 

図表 特-22 農業⽣産資材価格指数 

資料：農林⽔産省「農業物価統計調査」 
注：1) 令和2(2020)年の平均価格を100とした各年各⽉の数値 

2) 令和4(2022)、5(2023)年は概数値 

図表 特-23 農産物価格指数 

資料：農林⽔産省「農業物価統計調査」 
 注：1) 令和2(2020)年の平均価格を100とした各年各⽉の数値 

2) 令和4(2022)、5(2023)年は概数値 
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また、中⼩企業庁が令和4(2022)年9〜11⽉に実施した調査1によると、⾷品製造業(中⼩

企業)におけるコスト増に対する価格転嫁の割合は45.0%となっています。 
⽣産資材や原材料の価格⾼騰は、⽣産者・⾷品企業の経営コストの増加に直結し、最終

商品の販売価格まで適切に転嫁できなければ、⾷料安定供給の基盤⾃体を弱体化させかね
ません。 

このため、飼料、肥料、燃油等の⽣産資材や原材料価格の⾼騰等による農産物・⾷品の
⽣産コストの上昇等について、消費者の理解を得つつ、事業者を始めフードチェーン全体
で、適切な価格転嫁のための環境整備を進めていくことが必要です。 

 
((農農業業経経費費のの動動向向等等をを適適時時にに開開⽰⽰ししてていいくくこことともも重重要要))  

取引先との値上げ交渉においては、飼料費や肥料費等、客観的な経営上の数値を⽰すな
ど、合理的な根拠を持って協議を⾏うことが重要です。 

令和2(2020)年の農業経営体数107万6千経営体のうち、⻘⾊申告を実施2している農業経
営体数は、38万2千経営体(35.5%)となっており、適切な経営管理や価格交渉⼒の前提とな
る農業経費の正確な把握等に課題があることがうかがわれます。 

 
1 中⼩企業庁「価格交渉促進⽉間(2022年9⽉)フォローアップ調査」(令和4(2022)年12⽉公表) 
2 現⾦主義を含む。 

資料：公益社団法⼈⽇本農業法⼈協会「第2回 農業におけるコスト
⾼騰緊急アンケート」(令和4(2022)年12⽉公表)を基に農林⽔
産省作成 

注：1) 令和4(2022)年11〜12⽉に、公益社団法⼈⽇本農業法⼈協
会の正会員2,082者を対象として実施したインターネット
とFAXによるアンケート調査(有効回答数は460者) 

2) 「主な販売先に対し、令和4(2022)年10⽉以降、販売価格
を改定(価格転嫁等)したか」の質問への回答結果 

資料：公益社団法⼈⽇本農業法⼈協会「第2回 農業におけるコスト
⾼騰緊急アンケート」(令和4(2022)年12⽉公表)を基に農林⽔
産省作成 

注：1) 令和4(2022)年11〜12⽉に、公益社団法⼈⽇本農業法⼈協
会の正会員2,082者を対象として実施したインターネット
とFAXによるアンケート調査(有効回答数は207者) 

2) 主な販売先に対し、「値上げした」、「⼀部値上げした」と
回答した者に対する「値上げ(適正な価格形成)の実現に向
けた取組・努⼒は何か」の質問への回答結果(複数回答) 

図表 特-24 農業者が農産物を販売する際の 
価格転嫁の実現状況 

図表 特-25 農業者の値上げに向けた取組・努⼒
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農業者が農産物の適切な価格転嫁を図っていくためには、⽣産原価を始めとした経営内
容の把握を的確に⾏い、取引先に対して農業経費の動向等を適時に開⽰していくことも重
要となっています。 

 
((適適切切なな価価格格転転嫁嫁ののたためめのの取取組組をを推推進進))  

政府は、令和3(2021)年に決定した「パートナーシップによる価値創造のための転嫁円
滑化施策パッケージ」に基づき、中⼩企業等が賃上げの原資を確保できるよう、取引事業
者全体のパートナーシップにより、労務費、原材料費、エネルギーコストの上昇分を価格
に適切に転嫁できる環境整備に取り組んでいます。具体的には、公正取引委員会において、
労務費、原材料費、エネルギーコスト等のコスト上昇分を取引価格に反映せず、従来どお
りに取引価格を据え置く⾏為が疑われる事案が発⽣していると⾒込まれる業種として、⾷
料品製造業や飲⾷料品卸売業、飲⾷料品⼩売業を含む調査対象業種を選定し、独占禁⽌法1

上の「優越的地位の濫⽤」に関する緊急調査を⾏い、具体的な懸念事項を明⽰した注意喚
起⽂書を送付するなど、コスト上昇分を適正に転嫁できる環境の整備を進めています。 

農林⽔産省では、⾷品製造業者と⼩売業者との取引関係において、問題となり得る事例
等を⽰した「⾷品製造業者・⼩売業者間における適正取引推進ガイドライン」を策定し、
これを普及することで、取引上の法令違反の未然防⽌、⾷品製造業者や⼩売業者の経営努
⼒が報われる健全な取引の推進を図っています。 

また、令和4(2022)年4⽉には、⾷品製造業者や⾷品⼩売業者に対して、コスト上昇の取
引価格への適正な反映について、農林⽔産⼤⾂名で「⾷品等の流通の合理化及び取引の適
正化に関する法律」に基づく協⼒要請を⾏っています。 

さらに、⾷品の値上げには、消費者の理解が不可⽋であるため、⾷料供給コストの上昇
の背景等を理解してもらうための広報活動等を進めており、コストが上昇している品⽬(⽜
乳等)に着⽬した動画を作成し、Webサイトでの情報発信を⾏うとともに、店舗等で活⽤で
きるポスターを作成・公表しています。 

 
このほか、農業⽣産資材等の価格が⾼騰する中で、国産農畜産物の⽣産コスト上昇分の

転嫁が課題となっていることを踏まえ、フランスの「農業及び⾷料分野における商業関係
の均衡並びに健康で持続可能で誰もがアクセスできる⾷料のための法律」(以下「Egalim
法2」という。)や、農業⽣産者と取引相⼿との適正な取引関係を強化する法律(以下「Egalim2
法」という。)の内容や執⾏状況等の調査を⾏っています。 

 
1 正式名称は「私的独占の禁⽌及び公正取引の確保に関する法律」 
2 ⾷料全体会議「États généraux de l̓ alimentation」での議論を基に制定されたことから、Egalim法と称されている。 

消消費費者者にに理理解解をを求求めめるるたためめのの政政府府広広報報動動画画  
資料：内閣府 

消消費費者者にに理理解解をを求求めめるるたためめのの  
⼩⼩売売店店向向けけポポススタターー・・チチララシシ  
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また、中⼩企業庁が令和4(2022)年9〜11⽉に実施した調査1によると、⾷品製造業(中⼩

企業)におけるコスト増に対する価格転嫁の割合は45.0%となっています。 
⽣産資材や原材料の価格⾼騰は、⽣産者・⾷品企業の経営コストの増加に直結し、最終

商品の販売価格まで適切に転嫁できなければ、⾷料安定供給の基盤⾃体を弱体化させかね
ません。 

このため、飼料、肥料、燃油等の⽣産資材や原材料価格の⾼騰等による農産物・⾷品の
⽣産コストの上昇等について、消費者の理解を得つつ、事業者を始めフードチェーン全体
で、適切な価格転嫁のための環境整備を進めていくことが必要です。 

 
((農農業業経経費費のの動動向向等等をを適適時時にに開開⽰⽰ししてていいくくこことともも重重要要))  

取引先との値上げ交渉においては、飼料費や肥料費等、客観的な経営上の数値を⽰すな
ど、合理的な根拠を持って協議を⾏うことが重要です。 

令和2(2020)年の農業経営体数107万6千経営体のうち、⻘⾊申告を実施2している農業経
営体数は、38万2千経営体(35.5%)となっており、適切な経営管理や価格交渉⼒の前提とな
る農業経費の正確な把握等に課題があることがうかがわれます。 

 
1 中⼩企業庁「価格交渉促進⽉間(2022年9⽉)フォローアップ調査」(令和4(2022)年12⽉公表) 
2 現⾦主義を含む。 

資料：公益社団法⼈⽇本農業法⼈協会「第2回 農業におけるコスト
⾼騰緊急アンケート」(令和4(2022)年12⽉公表)を基に農林⽔
産省作成 

注：1) 令和4(2022)年11〜12⽉に、公益社団法⼈⽇本農業法⼈協
会の正会員2,082者を対象として実施したインターネット
とFAXによるアンケート調査(有効回答数は460者) 

2) 「主な販売先に対し、令和4(2022)年10⽉以降、販売価格
を改定(価格転嫁等)したか」の質問への回答結果 

資料：公益社団法⼈⽇本農業法⼈協会「第2回 農業におけるコスト
⾼騰緊急アンケート」(令和4(2022)年12⽉公表)を基に農林⽔
産省作成 

注：1) 令和4(2022)年11〜12⽉に、公益社団法⼈⽇本農業法⼈協
会の正会員2,082者を対象として実施したインターネット
とFAXによるアンケート調査(有効回答数は207者) 

2) 主な販売先に対し、「値上げした」、「⼀部値上げした」と
回答した者に対する「値上げ(適正な価格形成)の実現に向
けた取組・努⼒は何か」の質問への回答結果(複数回答) 

図表 特-24 農業者が農産物を販売する際の 
価格転嫁の実現状況 

図表 特-25 農業者の値上げに向けた取組・努⼒
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農業者が農産物の適切な価格転嫁を図っていくためには、⽣産原価を始めとした経営内
容の把握を的確に⾏い、取引先に対して農業経費の動向等を適時に開⽰していくことも重
要となっています。 

 
((適適切切なな価価格格転転嫁嫁ののたためめのの取取組組をを推推進進))  

政府は、令和3(2021)年に決定した「パートナーシップによる価値創造のための転嫁円
滑化施策パッケージ」に基づき、中⼩企業等が賃上げの原資を確保できるよう、取引事業
者全体のパートナーシップにより、労務費、原材料費、エネルギーコストの上昇分を価格
に適切に転嫁できる環境整備に取り組んでいます。具体的には、公正取引委員会において、
労務費、原材料費、エネルギーコスト等のコスト上昇分を取引価格に反映せず、従来どお
りに取引価格を据え置く⾏為が疑われる事案が発⽣していると⾒込まれる業種として、⾷
料品製造業や飲⾷料品卸売業、飲⾷料品⼩売業を含む調査対象業種を選定し、独占禁⽌法1

上の「優越的地位の濫⽤」に関する緊急調査を⾏い、具体的な懸念事項を明⽰した注意喚
起⽂書を送付するなど、コスト上昇分を適正に転嫁できる環境の整備を進めています。 

農林⽔産省では、⾷品製造業者と⼩売業者との取引関係において、問題となり得る事例
等を⽰した「⾷品製造業者・⼩売業者間における適正取引推進ガイドライン」を策定し、
これを普及することで、取引上の法令違反の未然防⽌、⾷品製造業者や⼩売業者の経営努
⼒が報われる健全な取引の推進を図っています。 

また、令和4(2022)年4⽉には、⾷品製造業者や⾷品⼩売業者に対して、コスト上昇の取
引価格への適正な反映について、農林⽔産⼤⾂名で「⾷品等の流通の合理化及び取引の適
正化に関する法律」に基づく協⼒要請を⾏っています。 

さらに、⾷品の値上げには、消費者の理解が不可⽋であるため、⾷料供給コストの上昇
の背景等を理解してもらうための広報活動等を進めており、コストが上昇している品⽬(⽜
乳等)に着⽬した動画を作成し、Webサイトでの情報発信を⾏うとともに、店舗等で活⽤で
きるポスターを作成・公表しています。 

 
このほか、農業⽣産資材等の価格が⾼騰する中で、国産農畜産物の⽣産コスト上昇分の

転嫁が課題となっていることを踏まえ、フランスの「農業及び⾷料分野における商業関係
の均衡並びに健康で持続可能で誰もがアクセスできる⾷料のための法律」(以下「Egalim
法2」という。)や、農業⽣産者と取引相⼿との適正な取引関係を強化する法律(以下「Egalim2
法」という。)の内容や執⾏状況等の調査を⾏っています。 

 
1 正式名称は「私的独占の禁⽌及び公正取引の確保に関する法律」 
2 ⾷料全体会議「États généraux de l̓ alimentation」での議論を基に制定されたことから、Egalim法と称されている。 

消消費費者者にに理理解解をを求求めめるるたためめのの政政府府広広報報動動画画  
資料：内閣府 

消消費費者者にに理理解解をを求求めめるるたためめのの  
⼩⼩売売店店向向けけポポススタターー・・チチララシシ  
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→第1章第4節、第2章第1節及び第2章第7節を参照 

資料：農林⽔産省作成 

((フフォォーーカカスス))  フフラランンススでではは農農業業⽣⽣産産者者とと取取引引相相⼿⼿ととのの適適正正なな取取引引関関係係をを推推進進  
 
我が国では、農業⽣産資材等の価格が⾼騰する中で、国産農畜産物の⽣産コスト上昇分の転嫁が課

題となっており、農業⽣産者と取引相⼿との適正な取引関係の推進を図るフランスでの取組への関⼼
が⾼まっています。 

フランスのEgalim法は、平成30(2018)年11⽉に、農業⽣産者と取引相⼿との関係を⾒直し、持続
可能性に配慮すること等を⽬的として公布されました。 

また、Egalim法の施⾏後、農業⽣産者と取引相⼿との適正な取引関係を更に推進する観点から⾒直
しが⾏われ、Egalim法を強化するEgalim2法が令和3(2021)年10⽉に公布されました。 

Egalim2法では、(1)農業者と最初の購⼊者の間での書⾯契約の義務化、(2)書⾯契約への価格及び
⽣産費指標を考慮した価格の⾃動改定⽅式、契約期間等の記載義務、(3)認定⽣産者組織が農業者の
契約交渉を代⾏し、契約の枠組み協定を締結する場合の記載義務((2)と同様)、(4)品⽬ごとに⽣産か
ら⼩売の各段階の代表組織が加盟する専⾨職業間組織による⽣産費に関する指標の公表、(5)最初の
購⼊者以降の流通における農産物原材料価格を交渉の対象外とすること等が規定されています。 

なお、農業⽣産者と最初の取引者との書⾯契約義務の対象品⽬は、⽜⾁、豚⾁、鶏⾁、卵、乳・乳
製品等(団体等の意⾒を踏まえて対象を限定)となっており、消費者への直接販売、卸売市場での取引
等は適⽤除外となっています。 

フフラランンススののEEggaalliimm法法及及びびEEggaalliimm22法法のの概概要要  

対象品⽬は、⽜⾁、豚⾁、鶏⾁、卵、乳・乳
製品等(団体の意⾒を踏まえて対象を限定)
消費者への直接販売、卸売市場での取引等は
適⽤除外
記載義務事項
①価格及び、⽣産費指標を考慮した価格を

⾃動改定できる決定⽅式、⼜は価格の決定
様式

②総量、原産地、品質
③商品の配送⽅法 ④⽀払⼿続・期限
⑤期間(3年以上) ⑥不可抗⼒の場合
⑦契約解除の際の通知期間と補償⾦

供給者：⼀般販売条件の提⽰

‐ 農産物原材料(農産物⼜は農産物
が過半の加⼯品)の割合(体積⽐率及
び料⾦⽐率)

供給者・購⼊者間の契約の制約

⁃ 農産物原材料の価格は交渉対象外
(聖域化)

⁃ 契約書への記載義務(原料価格が変
動した場合の契約価格⾃動改定条
項)

⁃ 不当な対価の要求、原価割れ販売等
の禁⽌

専⾨職業
間組織

調停者及び調停委員会

契約⼜はその遵守に
問題がある場合

最最初初のの購購⼊⼊者者((加加⼯⼯)) ⼩⼩売売
⽣⽣産産者者

農事・海洋漁業法典 商法典
(再販売、加⼯品の製造委託)

枠組み協定
認認定定⽣⽣産産者者組組織織

交渉を委任

契約・枠組み協定の書⾯化義務
農産物、農産物50%超の加
⼯品、PB商品の契約義務

最最初初のの購購⼊⼊者者((流流通通//卸卸、、⼩⼩売売))

 

 

第第33節節  将将来来をを⾒⾒据据ええたた⾷⾷料料安安全全保保障障のの強強化化  
 

((⾷⾷料料安安定定供供給給・・農農林林⽔⽔産産業業基基盤盤強強化化本本部部へへのの改改組組にによよりり体体制制をを強強化化))  
農林⽔産業・地域が将来にわたって国の活⼒の源と

なり、持続的に発展するための⽅策を幅広く検討する
ために、平成25(2013)年5⽉に設置された「農林⽔産
業・地域の活⼒創造本部」(本部⻑は内閣総理⼤⾂)に
ついては、令和4(2022)年6⽉に「⾷料安定供給・農林
⽔産業基盤強化本部」に改組されました。 

同本部では、我が国の⾷料の安定供給・農林⽔産業
の基盤強化を図ることにより、スマート農林⽔産業の
推進、農林⽔産物・⾷品の輸出促進、農林⽔産業のグ
リーン化等による農林⽔産業の成⻑産業化及び⾷料安
全保障の強化を推進するための⽅策を総合的に検討す
ることとしています。 

 
((⾷⾷料料安安全全保保障障強強化化政政策策⼤⼤綱綱をを決決定定))  

昨今、気候変動等による世界的な⾷料⽣産の不安定化や、世界的な⾷料需要の拡⼤に伴
う調達競争の激化等に、ウクライナ情勢の緊迫化等も加わり、輸⼊する⾷品原材料や⽣産
資材の価格⾼騰を招くとともに、産出国が偏り、⾷料以上に調達切替えが難しい化学肥料
の輸出規制や、新型コロナウイルス感染症の感染拡⼤の影響に伴う国際物流の混乱等によ
る供給の不安定化も経験するなど、⾷料安全保障の強化が国家の喫緊かつ最重要課題とな
っています。 

これを受けて、政府は令和4(2022)年度に各般の対策を講じていますが、特に近年の急
激な⾷料安定供給リスクの⾼まりを鑑みれば、⾷料安全保障の強化に向けた施策を継続的
に講ずることにより、早期に⾷料安全保障の強化を実現していく必要があります。 

このため、⾷料安定供給・農林⽔産業基盤強化本部では、令和4(2022)年12⽉に「⾷料
安全保障強化政策⼤綱」(以下「⼤綱」という。)を決定し、継続的に講ずべき⾷料安全保
障の強化のために必要な対策とその⽬標を明らかにしました(図図表表  特特--2266)。 

 

 

図表 特-26 ⾷料安全保障強化政策⼤綱におけるKPI 

資料：農林⽔産省作成 

⽬標

⽣産資材の国内代替転換等

・2030年までに化学肥料の使⽤量の低減 −20%
・2030年までに、堆肥・下⽔汚泥資源の使⽤量を倍増し、肥料の使⽤量
 (りんベース)に占める国内資源の利⽤割合を40%まで拡⼤(2021年：25%)
・2030年までに有機農業の取組⾯積 6.3万haに拡⼤(2020年：2.5万ha)
・2030年までに農林⽔産分野の温室効果ガスの排出削減・吸収量 −3.5%
・2030年までに飼料作物の⽣産⾯積拡⼤ ＋32% 等

輸⼊原材料の国産転換、海外依存
の⾼い⻨・⼤⾖・飼料作物等の⽣
産拡⼤等

・2030年までに2021年⽐で⽣産⾯積拡⼤
 ⼩⻨＋9%、⼤⾖＋16%、飼料作物＋32%、⽶粉⽤⽶＋188% 等

適正な価格形成と国⺠理解の醸成 ・2030年度までに事業系⾷品ロスを2000年度⽐で半減(273万t)

⾷⾷料料安安定定供供給給・・農農林林⽔⽔産産業業基基盤盤強強化化本本部部  
第第11回回会会合合ののままととめめをを⾏⾏うう内内閣閣総総理理⼤⼤⾂⾂  

資料：⾸相官邸ホームページ 
URL：https://www.kantei.go.jp/jp/101_kishida/ 

actions/202212/27nourin.html 

30

食料安全保障の強化に向けて特集

R5_農村白書1-0c_特集.indd   30R5_農村白書1-0c_特集.indd   30 2023/05/11   13:52:302023/05/11   13:52:30




